
１．はじめに

本論文の目的は，1990年代以降における日本の小集団活動の変化について，その一端を明ら
かにすることにある．具体的には，日本の小集団活動の普及を担ってきた全国規模の団体が小
集団活動の実施率低下に，どう対応してきたのかを明らかにする．日本の小集団活動は70年代
から80年代にかけて，国内外から実務と学術の両面で非常に注目された活動である．しかし90
年代に入るとその注目度は低下した．

その要因のひとつは，日本における小集団活動の実施率の低下にあると思われる．90年代以
降の長期的な景気後退や，それに触発された日本的経営の見直しが，小集団活動の実施率低下
に大きく影響している．社会学や労使関係論など社会科学分野でも，90年代に入ると肯定的な
観点による小集団活動への注目は少なくなった．むしろ小集団活動への懐疑的な評価が社会科
学分野において増えたように思われる．

しかし，かつてより実施率は低下したものの，90年代以降もなお小集団活動を実施している
企業は存在する．本論文は90年代以降における小集団活動の動向を，全国規模の普及団体がど
のようにこの事態に対応してきたのか，その変化にそくして把握する．

というのも，小集団活動が1970年代から80年代にかけて日本国内で広く普及してきた要因の
ひとつとして，このような全国規模の普及団体の存在が指摘されているからである（Cole 
1989）．ある社会において広範囲の組織が同一の仕組みを採用しているとすれば（制度的同型性，
institutional isomorphism），その要因やメカニズムを探ることは社会学的に重要なトピックで
ある（DiMaggio and Powell 1991）．

本論文では小集団活動を，「定常的業務と別に，従業員が職場の同僚と少人数のグループを結
成し，互いに協力して業務に関する問題解決を図る活動」として定義する．このような社内活
動を指す具体的な呼称は，企業や事業所によってさまざまであるが，「QCサークル」やそれに
類した名称の用いられることが多い．本論文の以下では，このような社内活動に対して小集団
活動の名称を使用する．またその活動を実施する少人数のグループに対して，以下では「サー
クル」の名称を使用する．

このような小集団活動が日本各地の企業で実施される直接的契機は，1962年にQCサークルの
結成が『現場とQC』誌（現：『QCサークル』誌）の創刊号で提唱され，日本科学技術連盟（以

論　　説

1990年代以降における日本の小集団活動
― 普及団体の本部の動向を中心に ―

小　　川　　慎　　一



横浜経営研究　第32巻　第１号（2011）184（ 184 ）

下「日科技連」）に設置された「QCサークル本部」への登録制度が開始されたことにある（日
科技連50年史編集委員会 1997）．
“QC”という略語が“quality control”（品質管理）に由来しているように１，元来は品質管理

の考え方を製造現場の一般労働者に浸透させる目的で，小集団活動は開始された（石川 1984）．
しかし小集団活動の活動内容はその後多様化し，不良率や作業ミスの低減のみならず，作業の
効率化や教育訓練などをテーマとした，さまざまな問題解決の領域にまたがっている．

小集団活動が日本企業に普及した70年代や80年代は，それが国内外から注目を集めた時期で
もあった．その理由のひとつは小集団活動が，ほかの国々の企業に見られない活動だったから
である．ちょうど70年代や80年代は，日本製品の国際競争力が高まった時期に該当する．国際
競争力の向上の背景として，日本企業独自の経営方式が貢献していると見なされたのである．
いわゆる日本的経営なるものが注目されたのであるが，そのひとつとして小集団活動も注目さ
れるに至った２．

当時の欧米における生産現場の労務管理では，テイラリズムや自動車産業のフォード生産方
式に代表されるように，直接生産労働と作業方法の計画や改善を担当する職務を分業する，い
わゆる「計画と実行の分離」（あるいは「構想と実行の分離」）が一般的であった．小集団活動
は直接生産労働に従事する労働者を改善活動に参加させる点で，「計画と実行の分離」と逆の原
則を適用している活動であると捉えられた（仁田 1978）．

またテイラリズム的，あるいは科学的管理法に基づく計画と実行の分離や分業の細分化，作
業の標準化が，労働からの疎外をもたらしているとの問題意識が，国際的に高まっていた．小
集団活動に見られるような「計画と実行の統合」が労働からの疎外を克服する，いわゆる「労
働の人間化」を促進する試みのひとつとしても位置づけられた（八幡 1986）．

小集団活動にはこのような肯定的な評価だけでなく，懐疑的な評価も与えられてきた．たと
えば，小集団活動が自主的な活動の名のもとに，労働者を能力主義的な競争に駆り立てる手段
として機能することが示唆されている（熊沢 1980a，1980b）．また小集団活動で労働者によっ
て実施される問題解決の水準は，業務改善に直結するほどには高くないことが指摘されている

（山下 1985）．日本に直接生産労働者の改善能力を高く評価する研究者であっても，業務に直結
する改善は小集団活動でなく，定常的業務において実施されていると主張している（小池 
1991）．

さらには，重要な改善は直接生産労働者が実施するのでなく，改善や保全を職務とする労働
者が定常的業務として実施しているという報告もある（石田ほか 1997）．小集団活動を実施し
ている職場であっても，熱心に取り組む者はごく一部であったり，ほとんど活動停止になって
いたりする例も報告されている（大野 2003）．

小集団活動の効果に賛否両論があるにせよ，それがかつて日本で広く普及し，90年代以降も
実施し続けている企業がある背景には，企業がそれになんらかの効果を期待してきたからであ
ろう．さらには，小集団活動が日本企業で散在的に実施されているのでなく，90年代以降もな
お一定の広がりを見せつつ実施されている背景には，すでに述べたように普及をめぐって企業

1�　日本で品質管理から小集団活動が誕生する経緯を扱った歴史的研究として，宇田川ほか（1995）が代表
的である．筆者もまた，日科技連のセミナーのカリキュラムにそくして，品質管理から小集団活動が派生
する経緯について論じている（小川 2000）．

2�　社会科学分野におけるより詳細な研究動向については，拙稿（小川 2009a；2009b）を参照．
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間が協力する仕組みが，日本に構築されているからだと考えられる．

２．小集団活動と普及状況の変化

2.1　小集団活動とは
すでに述べたように小集団活動はもともと，監督者の指導のもと現場労働者に品質管理を勉

強してもらう目的で提唱された．この提唱に基づいて1962年に日科技連は「QCサークル本部」
を設置し，同時にサークルの本部登録制度を開始した．

60年代から90年代までの小集団活動では，①同一職場の労働者が共同で，②同一サークルに
おいて継続的に，③「自主的」な問題解決を図ることが，奨励されていた．

①と②にはつぎのことが含まれている．小集団活動を実施する企業では，同じ職場で働く労
働者がサークルを結成することとされていた．たとえば異なる部署の労働者が，同一のサーク
ルに所属することは想定されていなかった．企業や事業所の方針によっては，職場でパートタ
イマーが働いていれば，同じ職場の正社員が所属するサークルの一員として活動に参加する場
合もあった．掲げられたテーマや課題の期限が満了になったり，解決されたりすれば，サーク
ルとしてふたたび別のテーマや課題に取り組んでいく．人事異動や入社，退社などにより，職
場の顔ぶれは変化する．職場そのものが消滅したり再編されたりしないかぎりは，メンバーの
入れ替えをともないながら，サークルとしてその活動は存続していく．

③には，サークルのメンバーが自分たちで問題解決を図るべしという含意がある．とはいえ，
この「自主的」ということばは，非常にあいまいである．このあいまいさがしばしば，小集団
活動を従業員への放任的な活動でよいとの誤解を生んでしまい，やがては活動の停滞や効果の
減退につながるということが指摘されてきた．後述するように，QCサークル本部による00年代
前半における小集団活動の普及方針の転換は，この点を意識した内容となっている．

いずれにせよ，小集団活動を活性化するためには仕掛けが必要である．従業員に小集団活動
への参加を促しそれを効果的にするため，多くの実施企業や実施事業所はつぎのような仕組み
を構築してきた３．

小集団活動を実施する企業や事業所には，「QCサークル事務局」等の名称をもつ小集団活動
の社内推進組織が設置されている．所轄は品質保証や生産管理，人事労務管理といった部門で
あることが多い．その社内推進組織が中心となり，関連部署や管理職・監督職との協力のもと，
小集団活動が展開されている．小集団活動のメンバーの多くは，役付でない従業員や下級の役
付従業員である．職場末端の従業員が中心となって実施する活動であるが，職場の監督職や管
理職の協力と理解，活動への熱意がないと活性化しない．さらにいえば，経営トップが小集団
活動の意義を理解し，支援する姿勢を示さないと，活動は停滞してしまう．

提案制度を有している企業や事業所は，それと小集団活動とを組み合わせることによって，
従業員からの提案件数を増やすよう努めていることも多い．小集団活動を通じて解決された問
題を，改善提案として提案制度へ申請するのである．提案内容はその重要度に応じて等級づけ
され，賞金が与えられることが多い．賞金がかりに微々たる額であったとしても，従業員に問
題解決への参加を促し，職場の人間関係の向上をもたらす効果が期待されている．

3�　80年代における小集団活動の活動実態についての包括的な調査として，雇用職業総合研究所（1986）が
挙げられる．以下は同調査とほぼ同様の理解にそって記述されている．
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また，優れた活動を展開しているサークルが活動成果を発表する大会を開催している，事業
所や企業も多い．全国規模に事業所を展開する企業では，事業所レベルの大会で優秀とされた
発表サークルを選抜し，さらに全社レベルの大会で発表する機会を設けている．全社レベルの
大会出場はしばしばサークルメンバーそろっての出張を伴うため，優れた問題解決活動への励
みとなる．

簡便な問題解決手法の活用も，小集団活動を効果的にするための仕掛けのひとつである．
「QC7つ道具」や「新QC7つ道具」，「QCストーリー」と呼ばれる手法がそれに当たる．「QC7
つ道具」は簡便な統計的手法を中心に，7つの手法をパッケージ化したものである．「新QC7
つ道具」は言語情報を用いた問題解決手法を中心に，7つの手法を集約したものである．「QC
ストーリー」は，問題解決の手順を標準化したものである（藤本 2001）．

これらの問題解決手法の活用は，「頭脳労働」に単純化や標準化といった，テイラリズム的な
原理を適用したものと見なすことができる．このことは小集団活動をテイラリズム的か，ある
いは非テイラリズム的か，という二分法的な観点で評価することは不可能であることを示唆し
ている．

2.2　実施率の変化
小集団活動の実施状況を厳密に把握することは難しい．後述するように，QCサークル本部に

おける小集団活動の登録制度によって，その実施状況を把握することには相当な無理がある．
限界はあるものの，厚生労働省「労使コミュニケーション調査」が，小集団活動の実施状況を
把握するための，穏当な数字を提供してくれる．

同調査は72年以降，小集団活動の実施事業所割合を調査している（表１）．調査年によって対
象事業所規模や「小集団活動」の定義が異なるため，厳密に時系列的な比較はできない．しか
しながら，つぎのことを読み取ることは容易である．

ひとつは事業所規模を問わず，80年代にもっとも小集団活動の実施率が高かった点である．
事業所規模5,000人以上と1,000〜4,999人では，84年の実施率がもっとも高くなっている（それぞ
れ83.7％と74.8％）．300〜999人と100〜299人では，89年の実施率がもっとも高くなっている（そ
れぞれ53.6％と49.2％）．また1,000〜4,999人を除き，90年代以降は実施率が低下傾向にある．80
年代と04年とを比較すると，実施率の大幅な低下は明らかである．
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表１　小集団活動実施事業所割合（事業所規模別）（％）

� 年
事業所規模

1972 1） 1977 1） 1984 1） 1989 1） 1994 1） 1999 1） 2004 1）

合計 39.7 40.4 60.2 52.1 47.9 39.5 30.9

5,000人以上
69.4

58.2 83.7 76.0 69.6 63.3 42.8

1,000 ～ 4,999人 48.8 74.8 64.2 60.8 53.4 55.9

500 ～ 999人 55.4
38.4 53.0 53.6 51.4 44.5 35.2

300 ～ 499人 43.5

100 ～ 299人 35.8 31.0 49.0 49.2 41.3 42.4 33.7

50 ～ 99人　　2） - - - 39.9 39.3 30.8 25.7
30 ～ 49人　　2） - - - - - 20.4 10.9

出所：厚生労働省『労使コミュニケーション調査』．
1）各調査年における「小集団活動」の定義や，調査票における説明はつぎのとおりである．

1972年「職場に少人数のグループをつくり，グループの全員が参加して業務に関連するグループ目標や実行計画を作成
し，グループ構成員の自主的活動によって計画を実行していくことにより，従業員に仕事に対する意欲，満足感を持た
せ，企業に対する連帯感を高めるような方法」．
1977年「職場に少人数のグループを作りグループ構成員の自主的活動をうながすQC，ZD等の活動」．
1984年，1989年，1994年「職場に小人数のグループを作り，グループが自主的に業務に関連する目標や計画を立て，実
行していく活動」．
1999年「職場に少人数のグループを作り，グループ全員で目標，計画を立てて，自主的な活動を通じてその目標，計画
を実現しようとするものでQC活動等の活動があります」．
2004年「職場に少人数のグループを作り，グループ全員で目標，計画を立てて，自主的な活動を通じてその目標，計画
を実現しようとするものをいい，QC（品質管理）活動等がある」．

2）「-」は調査対象にされていないことを示す．
同調査は72年以降，小集団活動の実施事業所割合を調査している（表1）．調査年によって対象事業所規模や「小集団
活動」の定義が異なるため，厳密に時系列的な比較はできない．しかしながら，つぎのことを読み取ることは容易であ
る．
ひとつは事業所規模を問わず，80年代にもっとも小集団活動の実施率が高かった点である．事業所規模5,000人以上と
1,000 ～ 4,999人では，84年の実施率がもっとも高くなっている（それぞれ83.7％と74.8％）．300 ～ 999人と100 ～ 299人
では，89年の実施率がもっとも高くなっている（それぞれ53.6％と49.2％）．また1,000 ～ 4,999人を除き，90年代以降は
実施率が低下傾向にある．80年代と04年とを比較すると，実施率の大幅な低下は明らかである．

表2は小集団活動の実施事業所割合を，産業別に見たものである．表1と同じく，調査対象
の事業所規模が異なることや，対象となる産業分類が一貫しないため，厳密な比較は難しい．
ただし，いずれの年においても「電気・ガス・熱供給・水道業」が他産業と比較して，もっと
も実施率が高くなっており，「製造業」がこれに次いでいる．
「運輸・通信業」を除いて，小集団活動は80年代にもっとも盛んであったがその後に低迷した

ことがわかる．90年代に始まる低迷は，長期不況の影響によるものと考えられる．ほかの日本
的経営や日本的雇用慣行がしばしば形容されてきたのと同じく，小集団活動も「崩壊」してしまっ
たのだろうか．低迷したとはいえ，00年代に入っても小集団活動を実施している企業や事業所
は存在している．04年には「電気・ガス・熱供給・水道業」で71.4％の事業所が，「製造業」で
40.6％の事業所が，それぞれ小集団活動を実施している．

小集団活動が90年代以降に実施率が低下したことは確かである．しかし，いまも粘り強く小
集団活動を実施している企業や事業所が存在する．
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表２　小集団活動実施事業所割合（産業別）（％）

� 年
産業

1972 1） 1977 1） 1984 1） 1989 1） 1994 1） 1999 1） 2004 1）

鉱業 23.8 43.2 58.6 53.1 38.1 34.7 34.7
建設業 28.3 31.8 61.3 47.3 31.0 37.2 23.8
製造業 46.6 52.6 73.3 65.2 57.9 48.9 40.6
卸売業・小売業，　4）
飲食店

27.5 28.8 60.9 50.9 44.9 34.7 27.9

金融保険業 40.7
24.8 48.9 51.4 43.8 38.7

27.3
不動産業　　　2） - 16.7
情報通信業　　5）

30.5 24.5 43.3 40.8 44.9 50.4
25.7

運輸業　　　　5） 40.8
電気・ガス・
熱供給・水道業　3）

56.6 81.9 92.9 94.8 87.9 82.7 71.4

飲食店，宿泊業　　6）

26.4 22.6 36.1 34.8 40.5 27.0

30.6
医療，福祉　　　　6） 23.9
教育，学習支援業　6） 16.2
複合サービス事業　6） 13.8
サービス業（他に分類
されないもの）　6）

26.3

出所：厚生労働省『労使コミュニケーション調査』．
1）各年度の対象事業所の規模は，表1と同じ．
2）「-」は該当なしであることを示す．
3）1972年は「電気ガス水道業」．
4）1972－84年は「卸売業・小売業」．
5）1972－99年は「運輸・通信業」．
6）1972－99年は「サービス業」．

３．小集団活動の普及の仕組み

小集団活動はどのような仕組みのもとで普及されてきたのだろうか．QCサークル本部が日科
技連内に設置されていることからわかるように，双方は密接な関係にある．日科技連は戦後，
品質管理の普及をその事業の核としてきた．1960年代半ばには，小集団活動に関連するセミナー
事業を開始している（小川 2000）．日科技連の関連出版社では，小集団活動の専門誌である『QC
サークル』をはじめとして，品質管理や小集団活動に関する書籍を数多く刊行している．①QC
サークル本部と支部などの役割，②『QCサークル』誌，③セミナー事業，に分けて，小集団活
動の普及の仕組みについて確認する．

3.1　QC サークル本部・支部・地区
小集団活動の全国的・地域的な普及活動は，企業関係者によるボランティア的な協力に負う

ところが大きい．小集団活動が品質管理活動の一環として出発しているため，大学に所属する
品質管理の専門家も，小集団活動の運営に関わっている．品質管理に関心のある個人や企業を
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会員とする社団法人日本品質管理学会でも，小集団活動をテーマとしてワークショップを開催
したり，学会誌『品質』で小集団活動についての特集を組んだりすることもある．同学会の事
務局もQCサークル本部と同じく，日科技連内に置かれている．

QCサークル本部の下部組織として，「支部」が設置されている．10年4月現在，日本全国に
9支部が設けられており，各地域における小集団活動の普及や企業間の交流が実施されている．
うち8支部にはさらなる下部組織として「地区」が設置されている．地区は支部よりも小範囲
の地域を管轄として，小集団活動の普及や企業間の交流を実施している．地区数の合計は37で
ある．こうして，日本全国にきめ細かく小集団活動を普及する仕組みが構築されてきた．本部
と支部・地区の関係を示した模式図は，図1のとおりである．

地区の所轄範囲は都道府県の境界と一致することが多いものの，その数から容易に推察でき
るように，例外もある．事業所数が少ない地域は，地区が複数の県に相当する地域を所轄する．
ぎゃくに北海道支部のように対象地域の面積が広大な支部には，いくつかの地区が設置されて
いる．東京・横浜圏のように，産業集積地が連続しているばあいには，都県境を越えて地区が
設置されている．神奈川県に相当する地区は，横浜市と川崎市を除いた同県の地域のみを所轄
している．

本部や支部，地区はそれぞれ事務局を設置している．本部事務局の実務的業務は，日科技連
の職員によって担われている．その一方で支部や地区の事務局業務は，加盟企業によって支え
られてきた．地区や支部の事務局の所在地は固定しているのでなく，基本的に事務局を担当す
る企業の事業所内に設置されてきた．

本部が実施してきた主要行事は，全国規模の小集団活動の発表大会である．開催ごとに日本
各地の会場を巡回する「QCサークル全国大会」や，数段階の選抜を経た優秀なサークルが東京
に集う「全日本選抜QCサークル大会」が，本部によって開催されてきた．全国規模の大会や
QCサークル本部登録制度は，小集団活動に参加する人々が，ほかにも同じような活動をしてい
る人々が他社にもいるという，いわば仲間意識を共有することに役立っていると思われる．

支部や地区も小集団活動の大会を主催している．地区が主催する選抜大会で優秀な発表をし
たサークルは，支部での選抜大会で発表をする機会を得る．また，支部の選抜大会で優秀なサー
クルは「全日本選抜QCサークル大会」に出場することができる．支部や地区が主催する選抜大
会で発表するサークルは，企業や事業所から推薦されて出場している．大規模な事業所になる
と全社規模のみならず，事業所別の選抜大会が開催されるなど，数段階の審査や推薦の仕組み
を備えている．

選抜大会以外にも支部や地区が主催する行事がある．支部や地区によって内容や参加者数は
異なるものの，小集団活動の実施方法や手法についての研究会，支部や地区の幹事を対象にし

図１　小集団活動の全国的普及組織の概念図

B支部

Ｄ地区
E地区
F地区

G地区
H地区

Ａ支部

C支部

QCサークル
本部

品質管理
普及団体

出所：筆者作成．
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た研修会，社内推進者や管理・監督者を対象としたセミナー，企業への出張指導などの行事が
実施されている．

こういった支部や地区の活動で重要な点は，社外専門家やコンサルタントにのみ小集団活動
の指導を依存するのでなく，小集団活動の社内推進担当者らが，企業の壁を越えて協力してい
るところにある．他社のノウハウの獲得のみを重視して，自社はなにも貢献しない企業ばかり
であったら，このような協力関係を継続することは不可能である．また本業務以外の外部活動
に従業員が関わることに対して無理解な企業ばかりであっても，このような仕組みは成立しな
かったであろう．この問題は90年代以降に表面化することになるが別稿で論じたい．

3.2　雑誌
品質管理の推進者や経営者を対象とした雑誌（現『クオリティ・マネジメント』誌，旧『品

質管理』誌の後継誌）や，品質管理専門の学術誌（『品質』誌）とはべつに，小集団活動への参
加者を対象とする『QCサークル』誌が，日科技連の関連出版社から刊行されている．月刊であ
る同誌もまた，小集団活動の普及にとって重要な媒体である．

小集団活動の運営方法や問題解決手法，生産管理などについて，小集団活動に参加する人々
や推進者にとって役に立つ記事が毎号掲載されている．そのひとつとして「体験事例」という，
実際の活動事例に対して識者がコメントする記事が毎号掲載されている．掲載される事例は，「全
日本選抜QCサークル大会」などでサークルが発表した，優秀事例である．掲載された事例を通
じて，読者が小集団活動の進めかたを理解する一助となる．このことはまた，事例の掲載され
たサークルにとっては名誉になるし，意欲の高いサークルにとっては目標や憧れのひとつとし
て機能しうる．

同誌には品質管理の専門家だけでなく，地区や支部で活動する幹事など，各社内で小集団活
動を推進する立場にある多数の人々も，小集団活動の推進方法や手法についての解説記事を執
筆している．現場での実際的な活用を考慮した構成になるよう，誌面が工夫されている．

3.3　セミナー事業
日科技連は主要事業として，品質管理や関連する手法に関するセミナー事業を実施している．

そのなかには小集団活動に関連するセミナー事業も含まれている．管理職層や監督者層，社内
推進者，サークルのリーダーを対象とした階層別のセミナーや，問題解決手法やコーチングと
いった課題別のセミナーが実施されている．小集団活動に参加する人々一般を広く受講対象と
しているというより，社内や職場で小集団活動の推進の中心になる人々を対象としたコースが
設置されている．

４．普及の全国本部から見た小集団活動の変化

小集団活動の実施率が長期的に低下するなか，QCサークル本部はそれに対してけっして受動
的でなかった．また本部は従来的な発想の延長線上で，実施率の挽回を図ろうとしたわけでも
ない．産業構造の変化を踏まえたうえで，業種や部門の実情に応じて新たな小集団活動の在り
かたについて柔軟に提案するなど，現実的に普及方針を変革してきた．
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4.1　進化したQCサークル活動（e-QCC ）ビジョン
その具体的対応は本部が2002年に提唱した「e-QCC」で確認できる．e-QCCの理念は「進化

したQCサークル活動（e-QCC）ビジョン」で，つぎのように謳われている．

eは，evolution＝進化の意味です．
進化したQCサークル活動を確立し，定着を図る．

「個」の価値を高め，感動を共有する活動
業務一体の活動の中で自己実現を図る活動
形式にとらわれない，幅広い部門で活用される活動を目指す４．　

「『個』の価値を高め，感動を共有する活動」の一節は表現が異なるものの，QCサークルの理
念を謳った「QCサークル綱領」の1970年版における「自己啓発，相互啓発を行ない」（QCサー
クル本部 1970）という文言や，その後継である「QCサークルの基本」の1996年版における，「こ
の活動は，　QCサークルメンバーの能力向上・自己実現　明るく活力に満ちた生きがいのある
職場づくり　お客様満足の向上および社会への貢献　人間性を尊重し全員参加をめざした指導・
支援　をめざす」（QCサークル本部 1996）という文言と，基本的な意図は変わらない．

従来の理念から大きく変更されている点は，①「業務一体の活動の中で自己実現を図る活動」と，
②「形式にとらわれない，幅広い部門で活用される活動」の部分である．①では，参加者による「自
主性」を強調する従来の小集団活動とは違い，業務の一部として明確にそれが位置づけられてい
る５．②では，従来強調されてきた同一職場における継続的な活動だけでなく，職場横断的な活
動や，非継続的な活動など多様な活動形態を積極的に認めている．また製造業における製造職場
だけでなく，他産業や事務的職場などほかの部門へも活用の幅を広げるよう謳っている．

もっともこうした理念の変更は，企業や事業所における先駆的な活動実態を検討したうえで，
追従的になされたものである．実際にはすでにe-QCCの理念を先取りして，活動を展開してき
た企業や事業所も存在した．見かたを変えれば，QCサークル本部が小集団活動の運営方針をトッ
プダウン的に発信する機関ではなく，支部や地区，企業や事業所といった，より現場に近いと
ころからの情報を集約する機関としても機能することを示している．

QCサークルはTQC（Total Quality Control，全社的品質管理），あるいはTQM（Total 
Quality Management）の構成要素として位置づけられてきた（石川 1984；木暮 1988）．1960
年代後半から言われてきた，全部門全社員の参加によるTQCという理念にそって理解しようと
すると，「幅広い部門」における小集団活動の展開について，なぜ00年代初頭に改めて理念とし
て強調しなければならなかったのか，不思議に思われる．実際に1980年代の製造業では製造職
場だけでなく，設計開発職場や事務職場などいわゆる間接部門へ，小集団活動を移植させるこ
とが試みられた．

ところが間接部門への導入は当時，成功とはいえなかった．それこそが疑問を解く鍵である．
すでに表1で見たように，小集団活動は1980年代半ばに実施率の最盛期を迎えていた．製造部門
における当時の実情に即した「成功」が，間接部門での不調につながったとQCサークル本部の
副幹事長は分析している６．

4�　日科技連ウェブサイト（http://www.juse.or.jp/qc/eqcc.html）より（2011年6月30日アクセス）
5�　QCサークル本部・副幹事長A氏への聞き取り調査による（2008年3月3日）．
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同一職場の従業員をサークルに編成して継続的に小集団活動を進める方式は，製造部門では
機能した．それをほかの産業や部門に適用しても，業務内容や職務の編成に違いがあり，活動
の成果は上がらない．あるところでの「成功例」を，ほかのところにそのまま機械的に適用し
ても機能しないことは，企業の国際展開においてよく知られている事実である．日本国内の小
集団活動でもそれが起こっていたといえる．

産業や部門，業務内容などに応じて，1回限りのテーマで解散する非継続的なサークル形態や，
複数の職場にまたがる問題を解決する職場横断的なサークル形態が試みられ，実際に成功を収
めている事例もあるという７．病院のようにテーマごとにサークルが編成され，同一職場として
は非継続的であっても，メンバーがすでにほかのサークルで活動を経験している例もある．

また，従来の小集団活動は現場従業員を中心とする活動であったが，管理職をサークルのメ
ンバーに巻き込む例もある．たとえば営業部門では，売上高向上や顧客満足度向上が小集団活
動の主要なテーマとして掲げられる．このようなテーマでは，課長も一緒になって問題解決を
図らないと，効果が現れない．「業務一体の活動」の好例である．
「業務一体の活動」が強化される趨勢は，製造業の製造部門のような従来から小集団活動が実

施されてきた職場でも見られる．80年代以降，製造拠点の海外展開の影響もあり，日本国内の
製造拠点は製品の高度化が進んだり，マザー工場としての重要性を増したりした．それにより
小集団活動は，以前のような製造現場におけるサークルメンバーの「自主性」に委ねるのでなく，
技術者からの協力や支援に基づく活動形態へと性格を変えてきた８．また製造部門でも非継続・
職場横断型の活動を併用するところが増えている．

　
4.2　QCサークル本部登録制度

62年に発足したQCサークルの本部登録制度は，06年10月にウェブ登録方式への移行を開始し
た．これはたんなる情報技術化にともなう変更ではなかった．旧来の登録方式は同一職場・継
続型の小集団活動を前提としていた．サークルの新規登録の仕組みはあるものの，解散したサー
クルを申請する仕組みを備えていなかった．

同一職場・継続型の活動がほとんどだった時代には，「新規登録サークル数」や「累積登録 
サークル数」が，QCサークルの活動状況を把握するよい指標とされていた．論理的に考えれば
従来も活動休止や自然消滅をするサークルがあったり，企業や事業所の再編などで企業の取り
組みとして小集団活動が廃止されたりする例もあったはずである．ウェブ登録への移行に伴っ
て解散の申告を可能にし，より実態に近い導入状況を把握できるようにした．

より前向きな理由においても，新たな登録制度が求められつつあった．営業部門や医療産業
など，近年に小集団活動が定着してきた領域では，非継続・職場横断型のサークルが増えてきた．
これは解決すべきテーマに基づいて編成され，その終了後に解散するサークルが増えているこ
とを意味する．職場の実態に根差した効果的な活動をしながらも，登録後に短期で消滅するサー
クルがあったり，最初から登録しないサークルがあったりするなか，旧来の登録制度で活動状
況の実態を把握することが不可能となった．

本部への聞き取り時点（08年3月）では，ウェブ登録制度へ転換して1年半程度だったことも

6�　A氏への聞き取り調査による（08年3月3日）．
7�　以下の記述は，A氏への聞き取り調査（08年3月3日）に基づいている．
8�　この趨勢は筆者がかつて調査した総合電機メーカーのある事業所でも確認されている（小川 2005）
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あり，活動中のサークルがすべて登録を完了している状況でなかった．またウェブ登録が煩雑だ
と考える，小集団活動の社内推進者がいることも，登録の遅れにつながっている．この新登録制
度が小集団活動の実態を把握するための，適切な指標となるにはまだしばらくかかると思われる．

いずれにせよ，普及方針の変更や活動実態の変化と連動するかたちで，QCサークル本部が小
集団活動の登録制度を改革したことは確かである．

4.3　QCサークル大会・『QCサークル』誌・各種セミナー
各種の発表大会は本部や支部，地区による主催のものを含め，1990年代に参加者が減少して

いた．聞き取り時点（08年3月）の直前数年は全体として，参加者数が回復傾向にあった．聞
き取り時点は，いわゆる「リーマン・ショック」前（09年9月）の，景気回復期であった．QC
サークル本部・副幹事長は，品質問題に起因する企業の不祥事が多発し，ものづくりの基礎が
おろそかにされているという危惧を抱く企業が増えていたことも，回復傾向の追い風になって
いると理解していた．

製造部門からの参加が多い全業種を対象としたものとはべつに，病院や福祉，物流，「事務・
販売・サービス」など，業種別や部門別の発表大会も開催されている．

QCサークル本部の事業ではないが，小集団活動と関連の深い『QCサークル』誌や各種セミナー
をめぐる変化についても簡単に触れておく．
『QCサークル』誌の公称刷り部数は，91年から06年まで減少を続けたが，07年に回復の兆し

が出てきた．同誌も小集団活動の普及方針の変化や導入業種・部門の多様化に対応して，編集
に努めている．それは読者層がかつてより多様になっていることを意味しており，記事の読者
ターゲットを決めることが難しくなっていることも示している．

日科技連の主要事業である各種セミナーは，長期不況の始まる1991年以降から，企業の教育
訓練費用の抑制もあり，受講者数が減少傾向にあった（日経ビジネス 2006）．なお，セミナー
受講者数はQCサークル大会の参加者や『QCサークル』誌の購読者数に比べ，景気後退の影響
を強く受けていた．

５．「よみがえれQC サークル」

『QCサークル』誌は基本的に，模範的な活動事例や手法を紹介してきた．活動がうまく機能
しない例を紹介するとしても，失敗から工夫を重ねた結果，このように成功に至ります，といっ
た教訓的な仮想上のストーリーを提示することが一般的であった．具体的な企業名や事業所名
を明らかにしつつ，率直に小集団活動運営上の失敗談が語られる記事はほとんどなかった９．

ところが，04年の同誌に毎月連載された特集「よみがえれQCサークル」では，企業名や事業
所名を明かしたうえで，90年代以降に小集団活動を襲った停滞や困難，小集団活動の最盛期の
80年代にも存在した形骸的な活動状況，それらの悪影響と克服への努力が率直に語られている．

9�　1950年に創刊された品質管理の専門誌である『品質管理』誌（現：『クオリティ・マネジメント』誌）は，
日本の品質管理が注目される以前の60年代までは，失敗や試行錯誤を含んだ各社の品質管理活動実施例が，
比較的多く掲載されていた．拙稿（小川 2000）はそのエピソードを活用した論文例である．日本の品質
管理や小集団活動が注目される70年代以降は，同誌においても率直なエピソードが紹介されることが少な
くなった印象を受ける．いかなる活動であってもそれが「成功」したと見なされると，その「成功」談に
そった模範例の発信が繰り返され，やがては固定化するのかもしれない．
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これらの記事のなかには，90年代以降における小集団活動の実施率低下が，すでに70年代や80
年代に潜んでいたことを示す記述も散見される．

小集団活動の普及団体や90年代以降も小集団活動を実施してきた企業が，小集団活動の現状
を直視してその改革に取り組もうとする姿勢を，「よみがえれQCサークル」特集は象徴している．
また，『QCサークル』誌の編集委員や取材先の企業・事業所が，小集団活動にいかに愛着を抱
いているかを示す特集ともなっている．

以下に特集中の代表的な記述を，①小集団活動の形骸化，②企業による小集団活動の見直し，
③品質問題と小集団活動，に分けて例示しておく．

5.1　小集団活動の形骸化
小集団活動の形骸化あるいは「マンネリ化」と呼ばれる現象は，90年代に始まったわけでは

ない．小集団活動が注目されていた70年代や80年代の当時から，活動の形骸化していた職場が
少なくなかったことが，以下の記述からうかがえる．

�（88年当時の職場について）私もQCサークル活動の基礎から勉強を始めて，それ以降ずいぶ
んこの活動にも関わるようになりました．でも当時の工場内の雰囲気を一言で表現するなら，

「とにかくやればいいんでしょ」という感覚．工場全体がかなり忙しかった事情もあったでしょ
うが，この活動を前向きに受け止める管理・監督者は少なかったと思います（QCサークル 
2004a）．

�（70年代）当時の一般的な会社の職場と言えば，多くは上下関係が厳しい時代．ところがこの
会社でQCサークルに入ってみると，自分の意見を自由に話してもいいと言われた．立場に関
係なく議論しながら，改善していこうと．新鮮でやりがいがありましたよ．（中略）
�（その後QCサークルへの熱意が低下したこともあり，）当時は大会を聞きに行っても，頑張っ
ていた人たちには申し訳ないけど，半数近くの発表にはわざとらしさを感じたんです．発表
のための発表というか（QCサークル 2004b）．

�（QCサークル東海支部愛知地区の03年度地区長会社に就任するよう，00年に打診があったも
のの，）地区長会社となれば責任は大きいし，またそれにふさわしいQCの社内活動が求めら
れるでしょう．しかし，私が前年の全社発表大会を見て感じていたのは，表面的にはそれな
りにやっているようでも，中身はかなり形骸化．大半は発表のための発表という印象で，あ
まり熱意は伝わってこない．そんな状態で，はたして地区長会社なんて務まるだろうか，と
考えたわけです（QCサークル 2004d）．

�もともと小集団活動は自主性を重んじた活動であり，それでうまく機能する時代があったの
は確かです．しかし，いつの間にか自主性に甘んじて，すべて現場任せ．形として活動は続
いていたけれど，中身は乏しくなり，（90年代後半になって）徐々に形骸化してしまったのだ
と思います（QCサークル 2004f）．
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5.2　企業による小集団活動の見直し
80年代には称賛されることのあった日本的な経営手法は，90年代以降の長期不況とともに，

批判的な眼差しの注がれることが多くなった．すでに確認したように，小集団活動の実施率が
低下したのもこの時期であった．以下に紹介する記述からは，具体的に企業が小集団活動のあ
りかたを見直したり，ほかの経営改善手法に置き換えたりという動きのあったことを知ること
ができる．

それに対して小集団活動の社内推進担当者や，製造部門の責任者など，製造現場に近い人々
が戸惑う様子がうかがわれる．また，小集団活動に対する企業方針の変更に抗して，活動の継
続を守っていこうとする現場サイドの声も聞こえてくる．

�（90年代に入って）日本が景気低迷や低成長時代となって，多くの企業でもQCサークル活動
のあり方を問い直そうという機運があったと思います．当社でもそうした状況は同じで，経
営陣からも活動を少し見直したほうがいいという意見が出ていました．（QCサークル 2004c）

�（ほかの経営改善プログラムの導入へ切り替えるという全社的方針に対して）製造部長の考え
は明快でした．QCの小集団活動は現場の改善意欲や教育，働きがいなどを考えれば絶対に明
確．ものづくりの現場で重要な役割を果たしているのだから，そのまま続けようときっぱり
と私たちに話しましたよ．私もまったく同感．現場の社員の考えに揺らぎはなかったんです．

（QCサークル 2004e）

�（ほかの経営改善プログラムが）トップダウンで導入されたことから，小集団活動も職制主導
となり，自発的な活動という感覚が薄れてきました．グループ内で自由に意見をいい合い，
一つのテーマに向かって一緒に活動することで達成感を感じるのが，小集団活動の本来の特
長であり魅力なのに，それが弱まっている．最近の若い人たちは組織や仲間とあまり深く関
わるのを避ける傾向にあり，職場内で派遣などの人も多くなっているだけに，コミュニケー
ションをいかに活性化するかが大きな課題です．（QCサークル 2004h）

5.3　品質問題と小集団活動
90年代後半から00年代初頭にかけて，品質トラブルに起因する度重なる企業不祥事が，社会

的な問題になった．長期的に実施率の減少が続いていた小集団活動に，復権の兆しが見えてき
たことは，QCサークル本部・副幹事長の見解においてすでに述べられたことである．それには
短期的な景気回復も影響しているが，品質問題を未然に防止する活動として，小集団活動が見
直されつつあることも影響しているという．

それを裏づけるエピソードも「よみがえれQCサークル」特集に収録されている．小集団活動
の改善効果について懐疑的な見解は，社会科学系の文献においてのみならず，実務の現場でも
散見されることを知ることができる．しかし，小集団活動が品質トラブルの未然防止に貢献し
ていたことを再認識したというコメントや，経営者が小集団活動にふたたび視線を注ぐように
なるという変化を見ることもできる．

�（小集団活動の社内発表大会が中止されていたころ）製造部長だった私自身，実はQCの中止
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でそんなに影響が出るとは考えていませんでした．ところが製品の品質トラブルなどが増え
るようになり，客先に謝りに行くことも何回か．そこで改めて考えるようになりました．（QC
サークル 2004b）

�（就任して間もない社長も）新年の挨拶など社員を集めた場所で，「品質が一番のポイントで
あり，それ抜きに競争できない」と，ことあるごとに社内でアピールしています．品質の重
要性は従来以上に鮮明になり，それだけに社員の意識もさらに高まっています．私たちの小
集団活動に対する取組みにとっても，追い風になっているのは間違いありません．（QCサー
クル 2004g）

６．結論

90年代以降における実施率低下のなかで，小集団活動の全国的な普及団体は，受動的に事態
の推移に流されるのではなく，むしろ能動的に新たな普及方針を打ち出している．QCサークル
本部が02年に提唱した「進化したQCサークル活動（e-QCC）ビジョン」は，従来型の小集団
活動の形態である同一職場・継続型の活動に加えて，非同一職場・非継続型の活動も推奨して
おり，新たな活動形態を提案している．また，サークルのメンバーによる「自主性」な小集団
活動ではなく，業務と一体化した活動としてそれを位置づけている．

もっともこうした活動方針の転換は，個々の企業による先駆的事例を踏まえたものである．
QCサークル本部による小集団活動の方針転換は，景気後退とそれによる実施率低下のみに

よって促されているわけでない．サービス経済化により，非製造業ないしは非製造部門に適合
した，新たな小集団活動の形態が模索されている．非製造業や非製造部門が小集団活動を導入
する試みは，90年代よりまえからすでに見られた．しかし，製造業や製造部門で「成功」して
いた小集団活動の形態を，業種や部門の違いを考慮せずに移植しようとした結果，80年代にお
けるこれらの試みは定着しなかった．「成功」の時期に経験した「失敗」とその後の試行錯誤を
経て，新たな活動形態を許容し提示するに至ったといえる．

製造業や製造部門における小集団活動を含め，サークルのメンバーによる「自主的」な活動
形態が停滞を生むことが，これまでもしばしばあった．業務と一体化した活動として位置づけ
直すことにより，それをより効果的にすることが期待されている．業務と一体化した活動方針
への転換もまた，先駆的な企業における試行錯誤や変化を踏まえてなされたものである．企業
や管理・監督者層の理解と支援がないと，小集団活動も活性化しないことが強く意識されてい
たといえる．また，日本の製造拠点が高度なものづくりを期待されるようになったため，現場
技能者のみで解決可能な問題がますます少なくなってきたことも，このような変化を促している．

小集団活動と競合する新たな経営改善プログラムが，90年代以降にさまざまな企業で導入さ
れてきた．小集団活動と併存的関係で導入されることもあるものの，新たなプログラムの導入
にともない小集団活動が廃止されることもある．とはいえ，いままで見てきたように小集団活
動の形態も変化していることを踏まえると，それ自体がすでに新たな経営改善プログラムに変
わりつつあるともいえる10．

QCサークル本部は，企業間の協力により運営される支部組織を抱えている．90年代以降の支
部組織は，小集団活動の実施率低下に対してどのような対応をしてきたのだろうか．企業間の
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協力関係にどのような変化があったのだろうか．どのような協力関係のもとで支部組織は運営
されてきたのだろうか．これらについては別稿にて検討したい．
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